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研究要旨 

現状では、加熱式タバコの能動喫煙及び受動喫煙による健康影響の実態は十分には把握されていな

い。加熱式タバコが発売されてからの期間がまだ短く、長期追跡がまだ完了していない現状において

は、様々な調査に加熱式タバコ関連項目を導入して加熱式タバコによる健康影響を評価するための準

備を進める必要があると考えられた。そこで本研究では、加熱式タバコによる健康影響の実態把握を

できる限り行うことを目的とし、加熱式タバコの能動喫煙及び受動喫煙の曝露と各種健康状態につい

て、一般住民や健診受診者、入院患者において実態調査を実施し、分析を進めていく。 

2024 年 2 月に日本の一般住民を対象としたインターネット調査 the Japan“Society and New 

Tobacco” Internet Survey (JASTIS)を実施した（調査実施期間は 2024年 1月 24日～2月 27日）。

回答した 16-83歳の男女 29,268 名について、加熱式タバコと従来型タバコの喫煙率を、国民生活基

礎調査データを活用した逆確率による重み付けを用いて推計した。同じ方法で、加熱式タバコの受動

喫煙の曝露割合を、場所別に推計した。日本人男性の現在喫煙者は 32.9%であり、その内訳は、15.1％

が紙巻きタバコのみ使用、7.6%が加熱式タバコのみ使用、10.2%が紙巻き・加熱式タバコの併用であ

った。女性の喫煙者 12.9%のうち、6.4％が紙巻きタバコのみ使用、3.4%が加熱式タバコのみ使用、

3.2%が紙巻き・加熱式タバコの併用であった。過去一ヶ月間に加熱式タバコによる受動喫煙を受けて

いたのは全体の 37.3%、非喫煙者の 29.1%であった。加熱式タバコの屋内受動喫煙を受ける場所とし

て最多が職場、次いで家庭、居酒屋・バー、車の中、レストランの順であった。 

疼痛緩和を求めてタバコを使用する者もおり、疼痛緩和を目的とする喫煙行動とアルコール依存な

どの依存症との関連性を明らかにすることを目的として、2023 年に実施されたインターネット調査

（JASTIS研究 2023）から、20歳以上の 5319人の喫煙者データを分析した。全喫煙者の 6.2%が疼痛

緩和目的で喫煙しており、禁煙を試みるものの失敗率は高いことが判明した。また、疼痛緩和を目的

とする喫煙者はニコチン依存傾向、問題飲酒、ギャンブル依存傾向のリスクが一般の喫煙者よりも高

いことが明らかになった。今後、加熱式タバコと紙巻タバコを区別した分析へと進めていく。 

また、JASTIS研究 2021 年調査データの分析から、日本の非喫煙成人労働者の約 17%は、過去 1年

間に職場で残留タバコ臭による不快感を経験していることが明らかとなった。また、このような経験

の頻度の高さは、労働パフォーマンスやメンタルヘルスの悪化と独立して関連していた。残留タバコ

臭による不快な体験を減少させるためには、職場の禁煙ルールを厳格化（敷地内全面禁煙など）する

ことが解決策となる可能性がある。 

入院患者における加熱式タバコの使用状況について調査を行った。2021年 4月から 2023年 3月の

間に、入院治療が実施された尿路結石患者のカルテ調査を実施し、該当した 56 名の患者のうち（平

均年齢 58歳、標準偏差 14 歳）、喫煙ありが 22名（39%）であった。喫煙あり 22 名中の入院患者の中

で、喫煙経験のあるタバコの種類の内訳は、紙巻きタバコの単独使用者が 19 名、加熱式タバコの単
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独使用者が 0名、紙巻きタバコと加熱式タバコの併用使用者が 3名であった。各グループの年齢中央

値はそれぞれ、喫煙経験なしが 58歳、紙巻きタバコ単独使用者 57歳、紙巻きタバコと加熱式タバコ

の併用使用者が 53 歳であった。一般的な入院患者においても、加熱式タバコ使用者が観察されるよ

うになってきたことが示唆されたため、引き続き入院患者データの蓄積が必要である。 

また、術前がん患者における加熱式タバコの使用状況と気道閉塞の関連評価を行った。大阪国際が

んセンター麻酔科では、加熱式タバコを含むタバコ使用に関する問診票を術前問診に導入している。

2021 年 12月から 2022年 9 月までに収集された問診情報をカルテ情報とリンケージし、2850人を分

析対象とした。気道閉塞の有病率を患者のがん部位ごとに層別化し算出したところ、タバコ関連がん

である膀胱、肺、腎・尿管がんの患者で有病率が特に高かった。過去喫煙者（30日以上紙巻きタバコ

を禁煙している患者）において、加熱式タバコを現在使用している患者では使用していない患者と比

べて気道閉塞の有病率が高く、この傾向は長期間（5 年以上）禁煙している患者でより顕著だった。 

加熱式タバコの使用実態とその健康影響を評価することを目的として、約５万人の自衛隊員を対象

として、2023年度定期健康診断と同時に、加熱式タバコを含む喫煙に関する自記式質問紙法による実

態調査を行った。今後、集積された各種健康診断関連データを分析し、加熱式タバコ使用も含めた喫

煙状況の違いに応じた健康状態や疾病の分布を横断的・縦断的に推計していく。 

人を対象とした加熱式タバコによる健康影響に関する疫学研究を対象に 2023 年 12月末までに出

版された研究の文献レビューを行った。PubMedを用いて、加熱式タバコ（"heated tobacco 

products"）を検索語として文献検索を行った。論文出版期間を 2014年から 2023 年に限定した結

果、911件がヒットした。このうち、加熱式タバコの健康影響を検討した疫学研究は 18件であり、

日本人を対象に実施された研究が 9件含まれていた。研究デザインの分類では横断研究が最も多

く、検討されたアウトカムはアレルギー性鼻炎、動脈硬化と血栓形成、母体と胎児の状況、子ども

のアレルギー発症、新型コロナウイルス感染症の感染、胎児の発育、ニコチン依存度、努力性肺活

量、妊娠高血圧症候群と低出生体重、自殺念慮と自殺未遂、歯周病、喘息発作と胸痛、アトピー性

皮膚炎などであった。加熱式タバコの普及の現状からアレルギーや周産期などの比較的短期間で発

生するアウトカムの関連について検討されていた。地域別にみると、日本と韓国からの報告が大部

分を占め、アメリカおよび欧州の国・地域（イタリアとスウェーデンを除く）からの報告はなかっ

た。2023年までに発表された疫学研究では加熱式タバコの能動喫煙および受動喫煙による健康影響

に関する疫学的な知見は十分に蓄積されていないことが文献レビューにより明らかとなった。今後

はより包括的に加熱式タバコ関連情報を収集して評価していく。 

本研究は、タバコ規制・対策に関わる主要課題として近年急浮上してきた加熱式タバコ問題につい

て、政策立案・提案につながるエビデンスの構築を目的としている。2023年度は研究 1年目であり、

データ収集段階のものもあるが、今後の研究の進展により加熱式タバコの健康影響を評価するために

重要なデータが得られるものと期待される。 
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A．研究目的 

現状では、加熱式タバコの能動喫煙及び受動喫煙

による健康影響の実態は十分には把握されていな

い。加熱式タバコが発売されてからの期間がまだ短

く、長期追跡がまだ完了していない現状においては、

様々な調査に加熱式タバコ関連項目を導入して加

熱式タバコによる健康影響を評価するための準備

を進める必要があると考えられた。 

そこで本研究では、加熱式タバコによる健康影響

の実態把握をできる限り行うことを目的とし、加熱

式タバコの能動喫煙及び受動喫煙の曝露と各種健

康状態について、一般住民や健診受診者、入院患者

において実態調査を実施し、分析を進めていく。下

記の研究 1～4を実施した。 

【研究 1】一般住民を対象としたインターネット

調査を実施し、一般住民全体における加熱式タバコ

および紙巻タバコの喫煙状況や加熱式タバコによる

受動喫煙曝露の実態（研究 1-1）、喫煙者における

依存症の実態（研究 1-2）、非喫煙労働者における

三次喫煙の実態、すなわち、喫煙者の衣服や体に吸

着して室内に持ち込まれるタバコ煙の悪臭（残留タ

バコ臭）を不快に感じる経験の実態とその影響（研

究 1-3）について調べた。 

【研究 2】入院患者や術前がん患者を対象とした

調査を実施し、入院患者における加熱式タバコおよ

び紙巻タバコの喫煙状況（研究 2-1）、術前がん患

者における加熱式タバコおよび紙巻タバコの喫煙状

況と気道閉塞の関連（研究 2-2）について調べた。 

【研究 3】自衛隊員を対象とした健診受診者調査

を実施した。今後、加熱式タバコおよび紙巻タバコ

の喫煙状況とその他の健康状況との関連について

調べていく。（研究 3は調査の実施までであり、方

法の欄にすべての情報を記載する） 

【研究 4】加熱式タバコの健康影響に関する文献

レビューを行った。 

 

B．研究方法 

【研究 1-1】 

2024年 2 月に日本の一般住民に対するインター

ネット調査 the Japan“Society and New Tobacco” 

Internet Survey (JASTIS)を実施した（調査実施

期間は 2024 年 1 月 24 日～2 月 27 日）。回答した

16-83 歳の男女 29,268 名（不正回答者を除外）に

ついて、加熱式タバコと従来型タバコの喫煙率を、

国民生活基礎調査データを活用した逆確率による

重み付けを用いて全国推計した。同じ方法で、加熱

式タバコの受動喫煙の曝露割合を、場所別に推計し

た。 

【研究 1-2】 

疼痛緩和を求めてタバコを使用する現象は、ニコ

チン依存を超えた複雑な精神社会的問題を示して
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いる可能性がある。本研究は、疼痛緩和を目的とす

る喫煙行動、禁煙時の障害、及び依存症との関連性

を明らかにすることを目的とする。2023 年に実施

された日本のインターネット調査（JASTIS）から、

20 歳以上で無効回答者、交絡疾患有病者、医療用

オピオイド使用者を除外した5319人の喫煙者デー

タを分析した。修正ポアソン回帰モデルを用いて禁

煙関連行動とアルコール障害、ギャンブル障害のリ

スクを評価した。 

 

【研究 1-3】 

2021年のインターネット調査（JASTIS研究）の

回答者のうち、20 歳以上の非喫煙労働者で、過去

1年間に職場で受動喫煙の経験がない者を対象とし

た。質問「最近 1 年間に、隣の席や周囲の喫煙者が

吸ってきたタバコの息やにおいで、不快に感じたり、

気分が悪くなったり、咳こんだりしたことがありま

したか。」に対する回答から、残留タバコ臭による

不快感の経験を 3 分類した（全くなかった／時々

あった／頻繁にあった）。職場の禁煙ルール別（敷

地内禁煙／屋内禁煙／屋内分煙／どこでも喫煙可）

に割合を集計し、χ2 検定検定を用いて評価した。

また、残留タバコ臭による不快感の経験と Work 

Functioning Impairment Scale（WFun）および

Kessler Psychological Distress Scale（K6）と

の関連を多変量調整ロジスティック回帰分析によ

って評価した。 

 

【研究 2-1】 

2021年 4月から 2023年 3 月の間に、関東労災

病院で入院治療が実施された尿路結石患者の網羅

的な後ろ向きカルテ調査を実施した。 

喫煙については、喫煙歴なし、禁煙、紙巻きタ

バコ単独使用、加熱式タバコ単独使用、紙巻きタ

バコと加熱式タバコ併用にて分類した。その他の

基本属性として、性、年齢、BMI、飲酒状況（な

し/やめた/あり）および生活習慣病の有無（高血

圧、脂質異常症、糖尿病、高尿酸血症）について

調査した。 

 

【研究 2-2】 

術前がん患者における加熱式タバコの使用状況と気

道閉塞の関連評価を行った。大阪国際がんセンター

麻酔科では、加熱式タバコを含むタバコ使用に関する

問診票を術前問診に導入している。2021年12月から2

022年9月までに収集された問診情報をカルテ情報とリ

ンケージし、2850人を分析対象とした。気道閉塞の有

病率を患者のがん部位ごとに層別化し算出した。 

 

【研究 3】 

防衛省において、2023年度定期健康診断と同時に、

加熱式タバコを含む喫煙に関する自記式質問紙法に

よる実態調査を行った。対象者は約５万人の自衛隊員

であり、日本有数の規模を誇るものである。2023年度

末をもって同年度分の回答・情報収集は終了し、現在

は集計を行っている段階にある。また、2024年度にも

より詳細な実態調査を行う予定である。今後、集積さ

れた各種健康診断関連データを分析し、加熱式タバ

コ使用も含めた喫煙状況の違いに応じた健康状態や

疾病の分布を横断的・縦断的に推計することとしてい

る。 

 

【研究 4】 

本研究では人を対象とした加熱式タバコによる健康

影響に関する疫学研究を対象に 2023年 12月末ま

でに出版された研究の文献レビューを行った。

PubMedを用いて、加熱式タバコ（"heated tobacco 

products"）を検索語として文献検索を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

インターネット調査を受けることの同意はあらか

じめ調査会社から取得されている。さらに日本マー

ケティングリサーチ協会による綱領およびガイドラ

インに従い、本調査の実施に関して調査会社から承

認を得た。「アンケート調査対象者への説明文」を

調査画面に提示し、調査で得られた情報は個人を特

定できない形でしか発表されないこと、また調査の

目的以外には利用しないこと等を対象者全員に伝

えた。本インターネット調査研究に関して、大阪国

際がんセンター倫理審査委員会からの承認を得て

いる（No.1611079163；No.20084）。 
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また、各施設における研究は、関連する法律およ

び機関のガイドラインを遵守し、インフォームド・

コンセントを得て実施された。各施設にて倫理審査

が承認されている（大阪国際がんセンター：No．

21028）。 

 

1． 研究結果 

【研究 1-1】 

日本人男性の現在喫煙者は推計で 32.9%であ

り、その内訳は、15.1％が紙巻きタバコのみ使

用、7.6%が加熱式タバコのみ使用、10.2%が紙

巻き・加熱式タバコの併用であった。女性の喫

煙者 12.9%のうち、6.4％が紙巻きタバコのみ使

用、3.4%が加熱式タバコのみ使用、3.2%が紙巻

き・加熱式タバコの併用であった。 

過去一ヶ月間に加熱式タバコ受動喫煙を受け

ていたのは全体の 37.3%、非喫煙者の 29.1%で

あった。加熱式タバコの屋内受動喫煙を受ける

場所として最多が職場、次いで家庭、居酒屋・

バー、車の中、レストランの順であった。飲食

店（居酒屋・バーやレストラン、喫茶店）にお

ける加熱式タバコ受動喫煙の曝露割合は、2023

年調査と比べて、いずれの場所でもやや減少し

ていた。 

 

【研究 1-2】 

全喫煙者の 6.2%が疼痛緩和目的で喫煙してお

り、禁煙を試みるものの失敗率は高いことが判

明した。また、疼痛緩和を目的とする喫煙者は

ニコチン依存傾向、問題飲酒、ギャンブル依存

傾向のリスクが一般の喫煙者よりも高いことが

明らかになった。疼痛緩和を目的とする喫煙者

は、禁煙の際に一定の障壁に直面し、ニコチン

依存症のリスクが高いことが示された。この集

団には、禁煙を促進し生活の質を向上させるた

めの、疼痛管理や依存症治療を含む包括的な支

援が必要だといえる。 

今後、加熱式タバコと紙巻タバコを区別した

分析へと進めていく（今後の研究にて、加熱式

タバコ関連情報が得られた段階で考察の記載を

行う）。 

 

【研究 1-3】 

JASTIS2021 の回答者のうち、6,519 人の非喫

煙成人労働者が対象となった。そのうち、

17.1%が過去 1年間に残留タバコ臭による不快

感を経験したことがあると回答した（「時々あ

った」15.1%、「頻繁にあった」1.9%）。職場が

全面禁煙ルールであること（例えば、敷地内全

面禁煙）は、残留タバコ臭による不快感の経験

割合の低さと有意に関連していた（p < 

0.001）。また、残留タバコ臭による不快感をよ

り頻繁に経験した人は、労働機能障害の程度の

高い者（WFun スコア 21点以上）、うつ病／不安

障害の疑いがある者（K6 スコア 5点以上）が有

意に多かった。多変量解析で潜在的共変量を調

整しても、この結果は変わらなかった。 

 

【研究 2-1】 

56 名の患者のうち（平均年齢 58歳、標準偏

差 14歳）、喫煙ありが 22 名（39%）であった。

喫煙あり 22名中の入院患者の中で、喫煙経験

のあるタバコの種類の内訳は、紙巻きタバコの

単独使用者が 19名、加熱式タバコの単独使用

者が 0名、紙巻きタバコと加熱式タバコの併用

使用者が 3名であった。各グループの年齢中央

値はそれぞれ、喫煙経験なしが 58歳、紙巻き

タバコ単独使用者 57歳、紙巻きタバコと加熱

式タバコの併用使用者が 53 歳であった。 

 

【研究 2-2】 

術前患者 2850 人（平均年齢 62.4歳、女性

55.4％）における加熱式タバコの現在使用率は

4.6％（男性 6.1％、女性 3.5％）、紙巻きタバ

コの現在喫煙率は 10.7％（男性 16.2％、女性

6.3％）だった（表１）。FEV1／FVC の平均は

76.0（男性 73.0、女性 78.4）であり、気道閉

塞の有病率は 16.8％（男性 20.2％、女性

14.1％）だった。がん部位ごとにみると、気道

閉塞の有病率が最も高かったのは膀胱がんで
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29.3％（男性 20.2％、女性 14.1％）、次いで肺

がんで 25.3％（男性 24.8％、女性 25.8％）、

腎・尿管がんで 25.0％（男性 20.3％、女性

35.5％）だった。 

気道閉塞は、タバコ（紙巻きおよび加熱式）

を一度も使用したことがない人と比べて、過去

あるいは現在使用している人で多く認められ、

特に紙巻きと加熱式の両方を現在使用している

人で最も多かった（Adjusted Rate Ratio(APR)

＝3.14、95％ Confidence Interval（95％

CI）＝1.89-5.21）（表２）。過去 30日間にタバ

コを使用した人（N=398）では、加熱式タバコ

のみ使用した人と紙巻きタバコのみ喫煙した人

の間で、気道閉塞の有病率に統計学的有意差は

なかった。過去喫煙者（30 日以上紙巻きタバコ

をやめている患者）において（N=1077）、過去

あるいは現在加熱式タバコを使用している人で

は、統計学的有意差は認められなかったもの

の、加熱式タバコを一度も使用したことがない

人と比べて気道閉塞の有病率が高い傾向が認め

られた（表 3）。さらに 5年以上紙巻きタバコを

禁煙している人（N=772）に限定して分析する

と、加熱式タバコの現在使用と気道閉塞の間に

統計学的有意差を認めた（APR＝1.78、95％CI

＝1.12-2.82）。 

 

【研究 4】 

論文出版期間を 2014年から 2023年に限定した結

果、911件がヒットした。このうち、加熱式タバコの健康

影響を検討した疫学研究は 18件であり、日本人を対

象に実施された研究が 9件含まれていた。研究デザ

インの分類では横断研究が最も多く、検討されたアウ

トカムはアレルギー性鼻炎、動脈硬化と血栓形成、母

体と胎児の状況、子どものアレルギー発症、新型コロ

ナウイルス感染症の感染、胎児の発育、ニコチン依存

度、努力性肺活量、妊娠高血圧症候群と低出生体

重、自殺念慮と自殺未遂、歯周病、喘息発作と胸痛、

アトピー性皮膚炎などであった。加熱式タバコの普及

の現状からアレルギーや周産期などの比較的短期間

で発生するアウトカムの関連について検討されてい

た。地域別にみると、日本と韓国からの報告が大部分

を占め、アメリカおよび欧州の国・地域（イタリアとスウ

ェーデンを除く）からの報告はなかった。 

 

D．考察 

本研究は、現状情報が限定的な研究分野である加

熱式タバコによる健康影響を明らかにすることを目

的としている。そのため、一つだけのデータソース

からの結果だけに注目するのではなく、インターネ

ット調査や入院患者調査データや健診受診者デー

タ等の複数の調査研究デザインを採用し、データ収

集および分析を行っていく方針としている。ただし、

各データソースの特性や特徴に応じて、研究方法お

よび分析をうまくチューニングしていかなければな

らず、ノウハウを蓄積して継続的に取り組んでいく

必要があると考えられた。 

 

【研究 1-1】 

日本全体で一般住民の1割が加熱式タバコを使

用する一方で、加熱式タバコの受動喫煙を受ける

者の割合は4割に達していた。屋内受動喫煙を受

ける場所は職場、次いで家庭、居酒屋・バー、そ

して車の中であった。改正健康増進法が施行され

て以来、飲食店（居酒屋・バー、レストラン、喫

茶店）で加熱式タバコの受動喫煙を受ける割合は

2023年まで増加傾向であったものが、今回はじめ

て、やや減少に転じていた。 

引き続き、加熱式タバコの使用状況および受動

喫煙の実態のモニタリングを継続することが必要

である。一方で、受動喫煙による急性健康影響を

評価し、合わせて慢性健康影響の発生との因果関

係を縦断的な疫学調査で明らかにするべきと考え

る。現状、一般住民の4割が加熱式タバコの受動

喫煙を受けている実態を受けて、更なる受動喫煙

防止対策に取り組む必要があると考える。 

 

【研究 1-3】 

JASTIS2021 の調査から、我が国の非喫煙成人労

働者の約 17%は、過去 1年間に職場で残留タバコ臭

による不快感を経験していることが明らかとなった。
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また、このような経験の頻度は、仕事のパフォーマ

ンスや精神的な健康状態の悪化と独立して関連し

ていた。残留タバコ臭による不快体験を減らすため

には、職場の禁煙化（敷地内全面禁煙など）を推進

することが解決策となる可能性がある。今後、加熱

式タバコと紙巻タバコを区別して残留タバコ臭につ

いて調べていく必要がある。 

 

【研究 2-1】 

これまで、研究協力施設である関東労災病院泌

尿器科の入院患者の調査を継続してきたが、本研

究の調査実施期間においては、加熱式タバコ使用

者が次第に観察されるようになってきた。加熱式

タバコの発売からおよそ 10 年間が経過し、社会

に浸透してきたため、入院患者においても生活習

慣リスクとしての加熱式タバコの使用が、カルテ

ベースでも観察され始めている。引き続き入院患

者データの蓄積が必要であり、加熱式タバコの健

康影響を検証するために入院患者を対象とした

case-control研究を計画していく。 

 

【研究 2-2】 

加熱式タバコの使用は気道閉塞と関連しており、こ

れは長期間紙巻きタバコを禁煙している患者において

より顕著だった。加熱式タバコ使用と短期的・長期的ア

ウトカムとの関連を評価するには、さらなる患者情報の

収集と縦断分析が必要である。 

 

【研究 4】 

2023年までに発表された疫学研究では加熱式タ

バコの能動喫煙および受動喫煙による急性健康影響

に関する疫学的な知見は十分に蓄積されていないこ

とが文献レビューにより明らかとなった。今後はより包

括的に加熱式タバコ関連情報を収集して評価してい

く。 

 

E．結論 

本研究は、タバコ規制・対策に関わる主要課題と

して近年急浮上してきた加熱式タバコ問題につい

て、政策立案・提案につながるエビデンスの構築を

目的としている。2023年度は研究 1 年目であり、

データ収集段階のものもあるが、今後の研究の進展

により加熱式タバコの健康影響を評価するために

重要なデータが得られるものと期待される。 

 

F．健康危険情報 

特記事項なし 
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